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《認可施設・事業の利用および申込について》 

 教育・保育給付認定（１号・２号・３号）について                      

１．認定について 

認可施設・事業（幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育など）の利用を希望する場合、「教育・保育

給付認定」の申請が必要となります。認定には３つの区分（１号・２号・３号）があります。 

認定区分 年齢 保育の必要性 対象認可保育施設・事業 

１号 

（教育認定） 
満３歳以上 

なし 

（教育を希望） 

認定こども園（教育部分）、幼稚園 

※教育標準時間は１日４時間程度 

２号 

（保育認定） 
満３歳以上 

あり 

（保育を希望） 

認定こども園（保育部分）、 

保育所、保育園 

３号 

（保育認定） 
満３歳未満 

あり 

（保育を希望） 

認定こども園（保育部分）、 

保育所、保育園、地域型保育事業（※） 

※「地域型保育事業」とは小規模保育事業所および事業所内保育事業所（地域枠）のことです。本手引きの中では

「地域型保育事業」のことを「小規模保育事業所等」と記載している箇所があります。 

 

 

 

２．保育認定（２号・３号）の保育必要量（標準時間・短時間）・延長保育について 

保育必要量とは、1 日に保育施設等を利用することができる最大時間のことで、標準時間（１日最大１１時

間利用可能）・短時間（１日最大８時間利用可能）の２種類があります。また、延長保育（時間外保育）を利

用する場合は、それ以上の利用も可能です。 

    

【保育必要量と延長保育利用のイメージ図（開園時間は施設によって異なります）】 

 

開 園 時 間 

 18:30  

保 育 標 準 時 間 利 用（ 最大 11 時 間 ） 延長保育 

 9:00  17:00  

延長保育 保 育 短 時 間 利 用（ 最大 8 時 間 ） 延長保育 

 

 

※ 開園時間、保育標準時間・保育短時間の時間帯、延長保育（時間外保育）の時間帯・金額は

施設によって異なります。 

※ 公立保育所・公立認定こども園について、入園後に新生児出産に伴う利用継続を利用の場合

（２７ページ参照）は「９：００～１７：００」のみの利用となります。 

※ 公立保育所・公立認定こども園の延長保育（時間外保育）については、１７ページを参照し

てください。 

※ 民間保育施設の延長保育内容（時間帯・料金など）については、各保育施設へ直接お問い合

わせください。 
 

 

 

 

7:30 19:00 
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３．各認定の必要要件（保育要件）について 

１号は、満３歳～５歳であれば、どなたでも申請可能（就労などの要件は不要）。 

２号・３号は、保護者のいずれもが次のいずれかの事由に該当する必要があります。 

要件（事由） 認定の有効期限 保育必要量 

就労 
１ヶ月に 64 時間以上労働することを常

態としている場合。 
左の状況が継続すると見込まれる期間 

標準／短 

（※１） 

就学 
就学（職業訓練学校含む）している場合

（※２） 
卒業（修了）予定日が属する月の末日まで 

標準／短 

（※１） 

妊娠 

出産 
妊娠中又は出産後間がない場合 

出産予定日６週間前（多胎児の場合１４週

前）から産後８週間経過後の翌日が属する

月末まで（※３） 

標準時間 

病気 

障がい 

疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精

神若しくは身体に障がいを有している場

合 

左の状況が継続すると見込まれる期間 
短時間 

（※４） 

介護 

看護 

同居の親族（長期間入院等をしている親

族を含む）を常時介護又は看護している

場合 

左の状況が継続すると見込まれる期間 
短時間 

（※４） 

求職活動 
求職活動（起業の準備を含む）を継続的

に行っている場合。 
２ヶ月を経過する日の月末まで 短時間 

災害復旧 
震災、風水害、火災その他の災害の復旧

に当たっている場合 
災害の復旧が完了すると見込まれる期間 標準時間 

育児休業 

（在園児に

限る） 

すでに保育を利用している児童の保護者

が、新生児（下の子）の出産に伴って育

児休業等を取得する場合（2７～2８ペー

ジ参照） 

※上記以外に育児休業等を取得しながら

認可保育施設に通うことは出来ません。 

育児休業対象児童（下の子）が１歳に達す

る日の属する月末まで。 

ただし、育児休業対象児童（下の子）が１

歳に達する日の属する月末まで育児休業を

取得し、認可保育施設の利用申込みを行い

待機となった場合、育児休業対象児童（下

の子）が２歳に達する日の属する年度末ま

で延長が可能。 

短時間 

その他 
その他、保育が必要な状況にあると市長

が認める場合 
保護者の状況による 

保護者の 

状況による 

※１：週３０時間以上の就労（就学）の場合は標準時間。週３０時間未満の就労（就学）の場合は短時間。ただし、通勤（通学）時

間を含めることで週３０時間以上となる場合、申し出があれば標準時間に認定可能です。 

※２：「就学」で認定可能な学校は、学校教育法第１条に規定する学校、同法第１２４条に規定する専修学校、同法第１３４条第１

項に規定する各種学校に限られます。 

※３：「就労」等で申請されている方でも、申請月が出産予定日６週間前から産後８週間経過後の翌日に該当する場合は「妊娠・出

産」で認定・採点します（「産後直後の復帰・復学に関する申立書」を提出した場合を除く）。 

※４：入院（入院証明書の提出要）等、特に保育の必要度合いが高いと認められる場合に標準時間に認定可能ですので、必要とされ

る場合は、保育幼稚園事業課までご相談ください。 


